
７７．．宿宿　　泊泊　　税税

　　 年度別調定状況

宿泊数 調定額

泊 千円

４月 － －

５月 70,363 10,668

６月 221,099 33,301

７月 270,755 41,064

８月 414,648 63,059

９月 373,078 56,781

10月 529,976 81,674

11月 620,713 95,514

12月 802,505 126,175

１月 703,338 109,905

２月 371,266 57,283

３月 386,806 58,854

過年度 － －

計計 44,,776644,,554477 773344,,227788

（（伸伸率率）） 皆皆増増 皆皆増増

※調定額については市税分を計上。

年度
令 和 ２ 年 度

１. 地方譲与税・交付金及び主な税外収入決算額 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ ７２

２. 特別とん譲与税 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ ７４

３. 地方揮発油譲与税・地方道路譲与税 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ ７４

４. 石油ガス譲与税 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ ７５

５. 自動車重量譲与税 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ ７５

６. 航空機燃料譲与税 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ ７６

７. 森林環境譲与税 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ ７６

８. 利子割交付金 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ ７７

９. 配当割交付金 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ ７７

１０. 株式等譲渡所得割交付金 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ ７８

１１. 分離課税所得割交付金・県民税所得割臨時交付金 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ ７９

１２. 法人事業税交付金 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ ８０

１３. 地方消費税交付金 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ ８１

１４. ゴルフ場利用税交付金 ･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ ８２

１５. 自動車取得税交付金 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ ８２

１６. 環境性能割交付金 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ ８３

１７. 軽油引取税交付金 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ ８３

１８. 国有提供施設等所在市町村助成交付金等 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ ８４

１９. 県民税徴収取扱費（県民税徴収事務費委託金） ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ ８４

２０. 宿泊税徴収取扱費（宿泊税徴収事務費委託金） ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ ８５

２１. 市税延滞金及び加算金 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ ８６

地地方方譲譲与与税税
交交      付付      金金
税税  外外  収収  入入

第第６６

― 71 ―



１１．．地地方方譲譲与与税税・・交交付付金金及及びび主主なな税税外外収収入入決決算算額額

決　算　額 前年比 決　算　額 前年比 決　算　額 前年比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

4455,,336611,,775566 9911..33 7777,,338899,,882233 117700..66 5511,,558844,,111133 6666..77

地地 方方 譲譲 与与 税税 ・・ 交交 付付 金金 計計 4422,,775577,,222244 9900..99 7744,,774400,,664499 117744..88 4488,,886611,,662244 6655..44

そそ のの 他他 税税 外外 収収 入入 計計 22,,660044,,553322 9988..44 22,,664499,,117744 110011..77 22,,772222,,448899 110022..88

112,102 90.6 129,060 115.1 133,368 103.3

1,565,847 96.8 1,552,273 99.1 1,557,981 100.4

0 100.0 0 100.0 0 100.0

74,942 90.7 68,604 91.5 61,624 89.8

1,920,896 104.5 1,924,897 100.2 1,946,549 101.1

2,412,001 88.8 2,671,642 110.8 2,669,481 99.9

－ － － － － －

66,,008855,,778888 9955..44 66,,334466,,447766 110044..33 66,,336699,,000033 110000..44

216,435 52.2 401,927 185.7 357,368 88.9

707,905 59.9 1,042,126 147.2 796,163 76.4

472,440 42.9 1,105,095 233.9 731,928 66.2

－ － 267,368 皆増 291,607 109.1

－ － 29,436,087 皆増 3,840,606 13.0

－ － － － － －

28,758,123 91.3 29,929,838 104.1 30,096,266 100.6

38,422 93.1 38,661 100.6 36,880 95.4

960,438 119.2 1,322,301 137.7 1,382,012 104.5

－ － － － － －

5,488,349 98.3 4,821,470 87.8 4,930,594 102.3

29,324 102.1 29,300 99.9 29,197 99.6

3366,,667711,,443366 9900..22 6688,,339944,,117733 118866..55 4422,,449922,,662211 6622..11

88,794 98.8 87,599 98.7 82,142 93.8

2,148,491 101.4 2,249,195 104.7 2,344,759 104.2

－ － － － － －

323,854 92.1 269,955 83.4 256,199 94.9

43,393 49.5 42,425 97.8 39,389 92.8

石 油 ガ ス 譲 与 税

平成29年度 平成30年度平成28年度
区　　　　　　分

分 離 課 税 所 得 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

合合　　　　　　　　　　　　計計

地 方 道 路 譲 与 税

地 方 揮 発 油 譲 与 税

特 別 と ん 譲 与 税

地地 方方 譲譲 与与 税税 計計

森 林 環 境 譲 与 税

航 空 機 燃 料 譲 与 税

自 動 車 重 量 譲 与 税

軽 油 引 取 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

県 民 税 所 得 割 臨 時 交 付 金

宿 泊 税 徴 収 事 務 費 委 託 金

法 人 事 業 税 交 付 金

配 当 割 交 付 金

利 子 割 交 付 金

そ の 他 の 関 連 歳 入

市 税 延 滞 金 及 び 加 算 金

県 民 税 徴 収 事 務 費 委 託 金

税 務 証 明 等 手 数 料

交交 付付 金金 計計

国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 助 成 交 付 金
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１１．．地地方方譲譲与与税税・・交交付付金金及及びび主主なな税税外外収収入入決決算算額額

決　算　額 前年比 決　算　額 前年比 決　算　額 前年比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

4455,,336611,,775566 9911..33 7777,,338899,,882233 117700..66 5511,,558844,,111133 6666..77

地地 方方 譲譲 与与 税税 ・・ 交交 付付 金金 計計 4422,,775577,,222244 9900..99 7744,,774400,,664499 117744..88 4488,,886611,,662244 6655..44

そそ のの 他他 税税 外外 収収 入入 計計 22,,660044,,553322 9988..44 22,,664499,,117744 110011..77 22,,772222,,448899 110022..88

112,102 90.6 129,060 115.1 133,368 103.3

1,565,847 96.8 1,552,273 99.1 1,557,981 100.4

0 100.0 0 100.0 0 100.0

74,942 90.7 68,604 91.5 61,624 89.8

1,920,896 104.5 1,924,897 100.2 1,946,549 101.1

2,412,001 88.8 2,671,642 110.8 2,669,481 99.9

－ － － － － －

66,,008855,,778888 9955..44 66,,334466,,447766 110044..33 66,,336699,,000033 110000..44

216,435 52.2 401,927 185.7 357,368 88.9

707,905 59.9 1,042,126 147.2 796,163 76.4

472,440 42.9 1,105,095 233.9 731,928 66.2

－ － 267,368 皆増 291,607 109.1

－ － 29,436,087 皆増 3,840,606 13.0

－ － － － － －

28,758,123 91.3 29,929,838 104.1 30,096,266 100.6

38,422 93.1 38,661 100.6 36,880 95.4

960,438 119.2 1,322,301 137.7 1,382,012 104.5

－ － － － － －

5,488,349 98.3 4,821,470 87.8 4,930,594 102.3

29,324 102.1 29,300 99.9 29,197 99.6

3366,,667711,,443366 9900..22 6688,,339944,,117733 118866..55 4422,,449922,,662211 6622..11

88,794 98.8 87,599 98.7 82,142 93.8

2,148,491 101.4 2,249,195 104.7 2,344,759 104.2

－ － － － － －

323,854 92.1 269,955 83.4 256,199 94.9

43,393 49.5 42,425 97.8 39,389 92.8

石 油 ガ ス 譲 与 税

平成29年度 平成30年度平成28年度
区　　　　　　分

分 離 課 税 所 得 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

合合　　　　　　　　　　　　計計

地 方 道 路 譲 与 税

地 方 揮 発 油 譲 与 税

特 別 と ん 譲 与 税

地地 方方 譲譲 与与 税税 計計

森 林 環 境 譲 与 税

航 空 機 燃 料 譲 与 税

自 動 車 重 量 譲 与 税

軽 油 引 取 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

県 民 税 所 得 割 臨 時 交 付 金

宿 泊 税 徴 収 事 務 費 委 託 金

法 人 事 業 税 交 付 金

配 当 割 交 付 金

利 子 割 交 付 金

そ の 他 の 関 連 歳 入

市 税 延 滞 金 及 び 加 算 金

県 民 税 徴 収 事 務 費 委 託 金

税 務 証 明 等 手 数 料

交交 付付 金金 計計

国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 助 成 交 付 金

決　算　額 前年比 当初予算額 補　　正 最終予算額 決　算　額 前年比 当初予算額 前年比

千円 ％ 千円 千円 千円 千円 ％ 千円 ％

4466,,446633,,222299 9900..11 5588,,441188,,662266 △△  88,,330066,,119955 5500,,111122,,443311 5533,,888844,,663399 111166..00 5588,,003344,,779988 9999..33

4433,,554400,,556655 8899..11 5555,,553300,,000022 △△  88,,330000,,000000 4477,,223300,,000022 5511,,110055,,773344 111177..44 5555,,229900,,000022 9999..66

22,,992222,,666644 110077..44 22,,888888,,662244 △△  66,,119955 22,,888822,,442299 22,,777788,,990055 9955..11 22,,774444,,779966 9955..00

128,944 96.7 129,000 － 129,000 113,513 88.0 116,000 89.9

1,384,451 88.9 1,436,000 － 1,436,000 1,360,508 98.3 1,383,000 96.3

1 著増 1 － 1 0 2.2 1 100.0

53,312 86.5 48,000 － 48,000 36,267 68.0 32,000 66.7

2,023,565 104.0 1,993,000 － 1,993,000 2,008,150 99.2 1,969,000 98.8

2,700,553 101.2 2,884,000 △ 2,000,000 884,000 626,567 23.2 3,408,000 118.2

67,530 皆増 143,000 － 143,000 143,502 212.5 143,000 100.0

66,,335588,,335566 9999..88 66,,663333,,000011 △△  22,,000000,,000000 44,,663333,,000011 44,,228888,,550077 6677..44 77,,005511,,000011 110066..33

161,813 45.3 199,000 － 199,000 169,959 105.0 153,000 76.9

929,803 116.8 888,000 － 888,000 855,726 92.0 841,000 94.7

568,767 77.7 393,000 － 393,000 1,119,496 196.8 723,000 184.0

328,355 112.6 266,000 － 266,000 333,160 101.5 266,000 100.0

－ 皆減 － － － － － － －

－ － 4,099,000 △ 800,000 3,299,000 3,724,692 皆増 4,382,000 106.9

29,394,172 97.7 37,420,000 △ 5,500,000 31,920,000 35,350,016 120.3 36,490,000 97.5

38,523 104.5 36,000 － 36,000 35,894 93.2 33,000 91.7

707,681 51.2 1 － 1 -                     -         1 100.0

256,983 皆増 686,000 － 686,000 544,827 212.0 565,000 82.4

4,766,915 96.7 4,881,000 － 4,881,000 4,655,491 97.7 4,759,000 97.5

29,197 100.0 29,000 － 29,000 27,966 95.8 27,000 93.1

3377,,118822,,220099 8877..55 4488,,889977,,000011 △△  66,,330000,,000000 4422,,559977,,000011 4466,,881177,,222277 112255..99 4488,,223399,,000011 9988..77

73,534 89.5 86,177 － 86,177 68,634 93.3 64,926 75.3

2,538,782 108.3 2,445,000 － 2,445,000 2,451,708 96.6 2,393,000 97.9

54,941 皆増 56,386             △ 7,781 48,605 28,334 51.6 15,689 27.8

218,222 85.2 260,218 － 260,218 190,025 87.1 224,092 86.1

37,185 94.4 40,843 1,586 42,429 40,204 108.1 47,089 115.3

令和3年度令和2年度令和元年度
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２２．．特特別別ととんん譲譲与与税税

１.　とん税及び特別とん税は、外国貿易船の純トン数（端数切り上げ）を課税標  ９月 ： 前年度３月～８月

　準とし、純トン数１トンまでごとに次の税率により課税するものとする。          特別とん税収入分

 ３月 ： ９月～２月

 (1) 開港への入港ごとに納付する場合          特別とん税収入分

 (2) 開港ごとに一年分を一時に納付する場合

※　外国貿易船･･･外国貿易のため本邦と外国との間を往来する船舶をいう。

２.　とん税及び特別とん税はあわせて納付するものとし、当該納付額の３６分の

　１６をとん税とし、３６分の２０を特別とん税とする。

３.　特別とん譲与税は、開港所在市町村に対し、当該開港への入港に係る特別

　とん税の収入額に相当する額を譲与する。

３３．．地地方方揮揮発発油油譲譲与与税税・・地地方方道道路路譲譲与与税税

１.　揮発油税及び地方揮発油税は、次の税率により課税するものとし、両税をあわ  ６月 ： 前年度３月～５月

　せて納付するものとする。          地方揮発油税収入分

 １１月： ６月～１０月

         地方揮発油税収入分

 ３月 ： １１月～２月

２.  地方揮発油譲与税は、地方揮発油税の収入額に相当する額とし、都道府県、          地方揮発油税収入分

　指定市及び市町村に対して譲与する。

３.　都道府県及び指定市に対し、地方揮発油譲与税の５８％（平成１４年度までは

　４３％）に相当する額のうち、２分の１の額を区域内に存する一般国道、高速自動

　車国道及び都道府県道の延長で、他の２分の１の額をその面積であん分して譲

　与する。

　※地方交付税の財源超過団体への交付制限有り。

４.　市町村に対し、地方揮発油譲与税の４２％（平成１４年度までは５７％）に相当す

　る額のうち、２分の１の額を区域内に存する市町村道の延長で、他の２分の１の額

　をその面積であん分して譲与する。

　※平成21年度から地方道路譲与税は地方揮発油譲与税に改正。

区　　　　　　　　分 地方揮発油税

４８,６００円 ５,２００円

市　　町　　村

　揮発油１キロリットルにつき（平成22年4月1日～）

　（　本　則　） （２４,３００円）

千円

区　　　分

［ 譲 与 税 の 使 途 ］

平成30年度

千円 千円

平成29年度平成28年度

指    定    市

及　び

譲 与 団 体

[譲与義務者]
譲　　与　　の　　基　　準　　等

譲 与 の 時 期 等

都　道　府　県

４８円

00 0

［ 制 限 な し ］

区　　　分

1,384,451

1
決　　算　　額

地方揮発油譲与税
1,565,847 1,360,508

譲　　与　　の　　基　　準　　等

１６円

とん税

２０円

特別とん税区　　　　　　　　分

平成29年度 平成30年度

揮発油税

0

平成28年度 令和２年度

千円 千円 千円千円

［ 譲 与 税 の 使 途 ］

譲 与 団 体

[譲与義務者]

開 港 所 在

千円

市   町   村

[ 国 ]

［ 制 限 な し ］

譲 与 の 時 期 等

千円

地方道路譲与税

※地方道路譲与税は、道路

[ 国 ]

　　に関する費用に充てる

（４,４００円）

決　　算　　額
1,552,273 1,557,981

千円

令和元年度

令和２年度令和元年度

６０円

113,513決　　算　　額 112,102 129,060 133,368 128,944

― 74 ―



２２．．特特別別ととんん譲譲与与税税

１.　とん税及び特別とん税は、外国貿易船の純トン数（端数切り上げ）を課税標  ９月 ： 前年度３月～８月

　準とし、純トン数１トンまでごとに次の税率により課税するものとする。          特別とん税収入分

 ３月 ： ９月～２月

 (1) 開港への入港ごとに納付する場合          特別とん税収入分

 (2) 開港ごとに一年分を一時に納付する場合

※　外国貿易船･･･外国貿易のため本邦と外国との間を往来する船舶をいう。

２.　とん税及び特別とん税はあわせて納付するものとし、当該納付額の３６分の

　１６をとん税とし、３６分の２０を特別とん税とする。

３.　特別とん譲与税は、開港所在市町村に対し、当該開港への入港に係る特別

　とん税の収入額に相当する額を譲与する。

３３．．地地方方揮揮発発油油譲譲与与税税・・地地方方道道路路譲譲与与税税

１.　揮発油税及び地方揮発油税は、次の税率により課税するものとし、両税をあわ  ６月 ： 前年度３月～５月

　せて納付するものとする。          地方揮発油税収入分

 １１月： ６月～１０月

         地方揮発油税収入分

 ３月 ： １１月～２月

２.  地方揮発油譲与税は、地方揮発油税の収入額に相当する額とし、都道府県、          地方揮発油税収入分

　指定市及び市町村に対して譲与する。

３.　都道府県及び指定市に対し、地方揮発油譲与税の５８％（平成１４年度までは

　４３％）に相当する額のうち、２分の１の額を区域内に存する一般国道、高速自動

　車国道及び都道府県道の延長で、他の２分の１の額をその面積であん分して譲

　与する。

　※地方交付税の財源超過団体への交付制限有り。

４.　市町村に対し、地方揮発油譲与税の４２％（平成１４年度までは５７％）に相当す

　る額のうち、２分の１の額を区域内に存する市町村道の延長で、他の２分の１の額

　をその面積であん分して譲与する。

　※平成21年度から地方道路譲与税は地方揮発油譲与税に改正。

区　　　　　　　　分 地方揮発油税

４８,６００円 ５,２００円

市　　町　　村

　揮発油１キロリットルにつき（平成22年4月1日～）

　（　本　則　） （２４,３００円）

千円

区　　　分

［ 譲 与 税 の 使 途 ］

平成30年度

千円 千円

平成29年度平成28年度

指    定    市

及　び

譲 与 団 体

[譲与義務者]
譲　　与　　の　　基　　準　　等

譲 与 の 時 期 等

都　道　府　県

４８円

00 0

［ 制 限 な し ］

区　　　分

1,384,451

1
決　　算　　額

地方揮発油譲与税
1,565,847 1,360,508

譲　　与　　の　　基　　準　　等

１６円

とん税

２０円

特別とん税区　　　　　　　　分

平成29年度 平成30年度

揮発油税

0

平成28年度 令和２年度

千円 千円 千円千円

［ 譲 与 税 の 使 途 ］

譲 与 団 体

[譲与義務者]

開 港 所 在

千円

市   町   村

[ 国 ]

［ 制 限 な し ］

譲 与 の 時 期 等

千円

地方道路譲与税

※地方道路譲与税は、道路

[ 国 ]

　　に関する費用に充てる

（４,４００円）

決　　算　　額
1,552,273 1,557,981

千円

令和元年度

令和２年度令和元年度

６０円

113,513決　　算　　額 112,102 129,060 133,368 128,944

４４．．石石油油ガガスス譲譲与与税税

１.　石油ガス税は、自動車の容器に充てんされる石油ガスに対し、次の税率に  ６月 ： 前年度３月～５月

　 より課税するものとする。          収入分

 １１月 ： ６月～１０月収入

　石油ガス１キログラムにつき 　　　　  分

２.　石油ガス譲与税は、石油ガス税の収入額の２分の１に相当する額とし、都道  ３月 ： １１月～２月収入分

　府県及び指定市に対して譲与する。

３.　石油ガス譲与税の２分の１の額を区域に存する一般国道、高速自動車国道

　及び都道府県道の延長で、他の２分の１の額をその面積であん分して譲与する。

５５．．自自動動車車重重量量譲譲与与税税

１． 自動車重量税は、次の税率により課税するものとする。（乗用車・軽自動車）  ６月 ： 前年度２月～４月

<自家用車>　          収入分

　※ 　※ 　※
 １１月 ： ５月～９月収入分

年

年  ３月 ： １０月～１月収入分

・ 別途エコカー減税あり。

         分 ・ 事業用は別税率。

・ 車検が２年又は３年のものについては、１年に換算した年額を記載。

※ 令和２年度燃費基準達成車両は別税率。

２．

３．

４．

　

　

2,500円自重０.５t毎

千円 千円

4,100円

13年未満

及　び

[ 国 ] 乗用自動車

本則

譲 与 団 体
譲　　与　　の　　基　　準　　等

譲 与 の 時 期 等

[譲与義務者] ［ 譲 与 税 の 使 途 ］

指    定    市

都　道　府　県

及　び

譲　　与　　の　　基　　準　　等
譲 与 団 体

税　　率

[ 国 ]

千円

する費用に充てる

2,008,150

譲 与 の 時 期 等

区　　　　　　　　　　分

軽自動車（車検有り）

5,700円

1,924,897

千円

令和２年度

自動車重量譲与税は､自動車重量税の収入額の1000分の422（平成30年度
までは1000分の407、平成21年度までは3分の1､平成14年度までは4分の1)
に相当する額とし､都道府県及び市町村に対して譲与する。

区　　　分 平成28年度 平成30年度

13年超

平成29年度

[譲与義務者]

1,920,896

１両につき

都　道　府　県

市    町    村

２．の譲与税額のうち422分の15を都道府県に，422分の407を市町村に対し
て譲与する。

18年超

平成30年度 令和元年度

千円

4,100円

１７円５０銭

令和元年度

［ 制 限 な し ］

［ 制 限 な し ］

平成20年度までは、道路に関

令和２年度

する費用に充てる

［ 譲 与 税 の 使 途 ］

6,300円

千円

区　　　　　　　　　　分

千円

3,300円 4,400円

千円 千円

平成20年度までは、道路に関

平成28年度 平成29年度

2,500円

1,946,549 2,023,565

36,267

千円

区　　　分

自動車重量譲与税の２分の１の額を区域内に存する市町村道の延長で、他
の２分の１の額をその面積であん分して譲与する。

決　　算　　額 74,942 68,604 61,624 53,312

決　　算　　額
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６６．．航航空空機機燃燃料料譲譲与与税税

１.　航空機燃料税は、次の税率により課税するものとする。  ９月 ： 前年度３月～８月

　          収入分

 ３月 ： ９月～２月収入分

２． 

※激変緩和措置

平成25年度以前

３． 　着陸料割１/３　世帯数割２/３

平成26年度

　着陸料割７/18　世帯数割11/18

４． 平成27年度

　着陸料割４/９　世帯数割５/９

平成28年度以降

　着陸料割１/２　世帯数割１/２

７７．．森森林林環環境境譲譲与与税税

 ９月 ： 前年度３月～８月

         収入分

 ３月 ： ９月～２月収入分

※１　譲与額の特例あり　（課税は令和6年度から）

※２　譲与割合の特例あり

　

千円

決　　算　　額 － － －

都道府県

67,530

年　度

１００分の９０

市町村

千円

平成29年度 平成30年度 令和元年度

１００分の１５

令和元年度 １００分の８０

千円

令和２年度

１００分の８８

143,502

千円

１,０００円

年　度

令和元年度

令和4～5年度

令和2～3年度

千円

市町村
［ 森林の整備に関する費用，
森林の整備を担うべき人材の
育成及び確保，森林の有する
公益的機能に関する普及啓
発，木材の利用の促進その他
の森林の整備の促進に関する
費用に充てる ］

都道府県
［市町村が実施する施策の支
援等に関する費用に充てる ］

２.　都道府県に対し，森林環境譲与税（※1）の10分の1（※2）に相当する額のうち，
　　 10分の5の額を私有林人工林面積で，10分の2に相当する額を林業就業者数
　　 で，10分の3に相当する額を人口で按分して譲与する。

　（令和6年度から課税。令和元年度は交付税及び譲与税配布金特別会計におけ
る借入金を充てる。令和２年度から令和６年度まで地方公共団体金融機構の公庫
債権金利変動準備金を活用し，譲与税を増額。）

譲与額

200億円

400億円

500億円

区　　　分 平成28年度

１００分の１０

令和2～3年度

令和4～5年度

森林環境税の収入額＋300億円

３.　市町村に対し，森林環境譲与税（※1）の10分の9（※2）に相当する額のうち，10
　　 分の5の額を私有林人工林面積で，10分の2に相当する額を林業就業者数で，
　　 10分の3に相当する額を人口で按分して譲与する。

令和6年度

１００分の８５

１００分の１２

令和6年度～

市   町   村

及 び 区　　　　　　　　　　分

空 港 関 係

都 道 府 県

平成29年度

（２６,０００円）

平成28年度

１００分の２０

譲 与 団 体
譲　　与　　の　　基　　準　　等

譲 与 の 時 期 等

[譲与義務者] ［ 譲 与 税 の 使 途 ］

空 港 関 係

区　　　分

航空機燃料譲与税の５分の４に相当する額を空港関係市町村に対し、2分の
１の額を当該空港の着陸料の収入額で、他の２分の１の額を当該空港に係る
騒音世帯数であん分して譲与する。　※激変緩和措置あり

　（平成２３年４月１日～令和３年３月３１日）

[ 国 ]

令和元年度

航空機燃料譲与税の５分の１に相当する額を空港関係都道府県に対し、２
分の１の額を当該空港の着陸料の収入額で、他の２分の１の額を当該空港
に係る騒音世帯数であん分して譲与する。　※激変緩和措置あり

［ 航空機の騒音により生ずる
障害の防止，空港とその周辺
の整備及び空港対策に関す
る費用に充てる ］

航空機燃料譲与税は、航空機燃料税の収入額の９分の２(※）に相当する額
とし、空港関係市町村及び空港関係都道府県に対して譲与する。
※ただし、令和3年4月1日～令和4年3月31日までの間は、航空機燃料税の
収入額の９分の４に相当する額　（本則においては１３分の２）

（１８,０００円）

税　　率

令和２年度

譲 与 の 時 期 等

９，０００円

626,567

平成30年度

　航空機燃料１キロリットルにつき

　（　本　則　）

千円 千円

[ 国 ]

　国内に住所を有する個人に対し

決　　算　　額 2,669,481

都　道　府　県

譲　　与　　の　　基　　準　　等

2,412,001

千円

市    町    村

[譲与義務者]

及　び

2,671,642

千円

譲 与 団 体

　（令和３年４月１日～令和４年３月３１日）

2,700,553

区　　　　　　　　　　分 税　　率

１.　市町村が個人住民税均等割と併せて賦課徴収し，全額を国の交付税及び譲与
　　 税配付金特別会計に払い込み，市町村及び都道府県に対して譲与される。

千円

［ 譲 与 税 の 使 途 ］
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６６．．航航空空機機燃燃料料譲譲与与税税

１.　航空機燃料税は、次の税率により課税するものとする。  ９月 ： 前年度３月～８月

　          収入分

 ３月 ： ９月～２月収入分

２． 

※激変緩和措置

平成25年度以前

３． 　着陸料割１/３　世帯数割２/３

平成26年度

　着陸料割７/18　世帯数割11/18

４． 平成27年度

　着陸料割４/９　世帯数割５/９

平成28年度以降

　着陸料割１/２　世帯数割１/２

７７．．森森林林環環境境譲譲与与税税

 ９月 ： 前年度３月～８月

         収入分

 ３月 ： ９月～２月収入分

※１　譲与額の特例あり　（課税は令和6年度から）

※２　譲与割合の特例あり

　

千円

決　　算　　額 － － －

都道府県

67,530

年　度

１００分の９０

市町村

千円

平成29年度 平成30年度 令和元年度

１００分の１５

令和元年度 １００分の８０

千円

令和２年度

１００分の８８

143,502

千円

１,０００円

年　度

令和元年度

令和4～5年度

令和2～3年度

千円

市町村
［ 森林の整備に関する費用，
森林の整備を担うべき人材の
育成及び確保，森林の有する
公益的機能に関する普及啓
発，木材の利用の促進その他
の森林の整備の促進に関する
費用に充てる ］

都道府県
［市町村が実施する施策の支
援等に関する費用に充てる ］

２.　都道府県に対し，森林環境譲与税（※1）の10分の1（※2）に相当する額のうち，
　　 10分の5の額を私有林人工林面積で，10分の2に相当する額を林業就業者数
　　 で，10分の3に相当する額を人口で按分して譲与する。

　（令和6年度から課税。令和元年度は交付税及び譲与税配布金特別会計におけ
る借入金を充てる。令和２年度から令和６年度まで地方公共団体金融機構の公庫
債権金利変動準備金を活用し，譲与税を増額。）

譲与額

200億円

400億円

500億円

区　　　分 平成28年度

１００分の１０

令和2～3年度

令和4～5年度

森林環境税の収入額＋300億円

３.　市町村に対し，森林環境譲与税（※1）の10分の9（※2）に相当する額のうち，10
　　 分の5の額を私有林人工林面積で，10分の2に相当する額を林業就業者数で，
　　 10分の3に相当する額を人口で按分して譲与する。

令和6年度

１００分の８５

１００分の１２

令和6年度～

市   町   村

及 び 区　　　　　　　　　　分

空 港 関 係

都 道 府 県

平成29年度

（２６,０００円）

平成28年度

１００分の２０

譲 与 団 体
譲　　与　　の　　基　　準　　等

譲 与 の 時 期 等

[譲与義務者] ［ 譲 与 税 の 使 途 ］

空 港 関 係

区　　　分

航空機燃料譲与税の５分の４に相当する額を空港関係市町村に対し、2分の
１の額を当該空港の着陸料の収入額で、他の２分の１の額を当該空港に係る
騒音世帯数であん分して譲与する。　※激変緩和措置あり

　（平成２３年４月１日～令和３年３月３１日）

[ 国 ]

令和元年度

航空機燃料譲与税の５分の１に相当する額を空港関係都道府県に対し、２
分の１の額を当該空港の着陸料の収入額で、他の２分の１の額を当該空港
に係る騒音世帯数であん分して譲与する。　※激変緩和措置あり

［ 航空機の騒音により生ずる
障害の防止，空港とその周辺
の整備及び空港対策に関す
る費用に充てる ］

航空機燃料譲与税は、航空機燃料税の収入額の９分の２(※）に相当する額
とし、空港関係市町村及び空港関係都道府県に対して譲与する。
※ただし、令和3年4月1日～令和4年3月31日までの間は、航空機燃料税の
収入額の９分の４に相当する額　（本則においては１３分の２）

（１８,０００円）

税　　率

令和２年度

譲 与 の 時 期 等

９，０００円

626,567

平成30年度

　航空機燃料１キロリットルにつき

　（　本　則　）

千円 千円

[ 国 ]

　国内に住所を有する個人に対し

決　　算　　額 2,669,481

都　道　府　県

譲　　与　　の　　基　　準　　等

2,412,001

千円

市    町    村

[譲与義務者]

及　び

2,671,642

千円

譲 与 団 体

　（令和３年４月１日～令和４年３月３１日）

2,700,553

区　　　　　　　　　　分 税　　率

１.　市町村が個人住民税均等割と併せて賦課徴収し，全額を国の交付税及び譲与
　　 税配付金特別会計に払い込み，市町村及び都道府県に対して譲与される。

千円

［ 譲 与 税 の 使 途 ］

８８．．利利子子割割交交付付金金

１． 道府県民税利子割は、次の税率により課税するものとする。  ８月 ： 前年度３月～７月

         収入分

　支払を受けるべき利子等の額に対し  １２月 ： ８月～１１月収入分

２． 

 ３月 ： １２月～２月収入分

　

３． 

 

９９．．配配当当割割交交付付金金 　

１.　 道府県民税配当割は、次の税率により課税するものとする。  ８月 ： 前年度３月～７月

         収入分

　支払を受けるべき特定配当等の額に対し  １２月 ： ８月～１１月収入分

　※　ただし、平成16年1月1日から平成25年12月31日までの間に支払を受けるべき

　　特定配当等に係る配当割の税率は、３％

 ３月 ： １２月～２月収入分
２． 

３． 

４．

　

平成30年度

929,803 855,726

令和元年度

各市町村に対しては、当該市町村に係る個人の道府県民税（均等割及び所
得割）の額（指定都市の道府県民税所得割の額は，指定都市以外の市町村
の税率に合わせて計算した額）にあん分して交付する。

401,927 357,368

決　　算　　額 707,905 1,042,126 796,163

平成28年度

千円

道府県は、納入された配当割に99％（平成１８年度までは95％）を乗じて得た
額の５分の３（平成１８年度までは３分の２）に相当する額を市町村に交付す
る。

交 付 団 体

課税対象は、上場株式等の配当等，投資信託でその設定に係る受益権の
募集が公募により行われたものの収益の分配，特定投資法人の投資口の配
当等，特定目的信託の社債的受益権の剰余金の配当のうち公募のもの，特
定公社債の利子及び特定口座外の割引債の償還金

［ 制 限 な し ］

区　　　分

千円 千円

税　　率

５％

［ 交 付 金 の 使 途 ］

［ 交 付 金 の 使 途 ］

交 付 の 時 期 等
交　　付　　の　　基　　準　　等

千円

５％

千円千円

［ 制 限 な し ］

千円 千円

千円

交 付 団 体
交　　付　　の　　基　　準　　等

令和２年度

決　　算　　額 169,959

税　　率

161,813

平成29年度

交 付 の 時 期 等

216,435

[交付義務者]

[ 道 府 県 ]

市   町   村

区　　　　　　　　　　分

平成29年度 平成30年度

[ 道 府 県 ]

区　　　分

令和２年度令和元年度平成28年度

区　　　　　　　　　　分

市   町   村

[交付義務者]

当該道府県に納付された利子割額に99%（平成１８年度までは９５％）を
乗じて得た額の５分の３に相当する額を、利子割交付金の交付総額と
する。

道府県は、当該道府県内の市町村に対し、当該市町村に係る個人の
道府県民税の額（指定都市の道府県民税所得割の額は，指定都市以
外の市町村の税率に合わせて計算した額）の割合であん分して交付す
る。

千円
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1100．．株株式式等等譲譲渡渡所所得得割割交交付付金金 　

１.　道府県民税株式等譲渡所得割は、次の税率により課税するものとする。 ３月 ： 前年度３月～２月

         収入分

源泉徴収口座内の上場株式等の譲渡による所得の額に対し 　※平成１８年度まで

　※　ただし、平成16年1月1日から平成25年12月31日までの間に生じた特定株式等 　８月 ： 前年度３月～７月

　　譲渡所得金額については、３％ 　         収入分

２． 　１２月 ： ８月～１１月

　         収入分

３． 　３月 ： １２月～２月

　         収入分

　

４．

　

1,119,496

千円 千円 千円 千円 千円

決　　算　　額 472,440 1,105,095 731,928 568,767

［ 制 限 な し ］

区　　　分 平成28年度 平成29年度 令和２年度

[ 道 府 県 ] 区　　　　　　　　　　分 税　　率

５％

課税対象は、源泉徴収口座内通算所得金額が源泉徴収口座内直前通算所
得金額を超えることとなった場合におけるその超える部分の金額。

道府県は、納入された株式等譲渡所得割に９９％（平成１８年度までは９５％）
を乗じて得た額の５分の３（平成１８年度までは３分の２）に相当する額を市町
村に交付する。

各市町村に対しては、当該市町村に係る個人の道府県民税（均等割及び所
得割）の額（指定都市の道府県民税所得割の額は，指定都市以外の市町村
の税率に合わせて計算した額）にあん分して交付する。

交 付 団 体
交　　付　　の　　基　　準　　等

交 付 の 時 期 等

[交付義務者] ［ 交 付 金 の 使 途 ］

市   町   村

平成30年度 令和元年度
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1100．．株株式式等等譲譲渡渡所所得得割割交交付付金金 　

１.　道府県民税株式等譲渡所得割は、次の税率により課税するものとする。 ３月 ： 前年度３月～２月

         収入分

源泉徴収口座内の上場株式等の譲渡による所得の額に対し 　※平成１８年度まで

　※　ただし、平成16年1月1日から平成25年12月31日までの間に生じた特定株式等 　８月 ： 前年度３月～７月

　　譲渡所得金額については、３％ 　         収入分

２． 　１２月 ： ８月～１１月

　         収入分

３． 　３月 ： １２月～２月

　         収入分

　

４．

　

1,119,496

千円 千円 千円 千円 千円

決　　算　　額 472,440 1,105,095 731,928 568,767

［ 制 限 な し ］

区　　　分 平成28年度 平成29年度 令和２年度

[ 道 府 県 ] 区　　　　　　　　　　分 税　　率

５％

課税対象は、源泉徴収口座内通算所得金額が源泉徴収口座内直前通算所
得金額を超えることとなった場合におけるその超える部分の金額。

道府県は、納入された株式等譲渡所得割に９９％（平成１８年度までは９５％）
を乗じて得た額の５分の３（平成１８年度までは３分の２）に相当する額を市町
村に交付する。

各市町村に対しては、当該市町村に係る個人の道府県民税（均等割及び所
得割）の額（指定都市の道府県民税所得割の額は，指定都市以外の市町村
の税率に合わせて計算した額）にあん分して交付する。

交 付 団 体
交　　付　　の　　基　　準　　等

交 付 の 時 期 等

[交付義務者] ［ 交 付 金 の 使 途 ］

市   町   村

平成30年度 令和元年度

1111．．分分離離課課税税所所得得割割交交付付金金・・県県民民税税所所得得割割臨臨時時交交付付金金

１．分離課税所得割交付金 分離課税所得割交付金

　指定市を包括する道府県は，当分の間，道府県に払い込まれた当該指定市に係る ３月：前年度３月～２月払込

退職手当等に係る所得に課する所得割に係る地方団体の徴収金の額の２分の１に

相当する額を，指定市に対して交付する。

２．県民税所得割臨時交付金 県民税所得割臨時交付金

　指定市を包括する道府県は，当該指定市に係る平成29年度又は平成30年度に （1）平成２９年度

当該道府県に払い込まれる道府県民税の所得割（※1）に係る地方団体の徴収金の ８月：交付見込額の1/3

額（※2）の２分の１に相当する額を，指定市に対して交付する。

※1　退職手当等に係る所得に課する所得割を除く。 １２月：交付見込額の1/3

※2　①～③の合計額

①平成29年度において収入する平成28年度分の道府県民税の所得割のうち， ３月：交付見込額の1/3

　特別徴収義務者が平成29年4月及び5月に給与の支払いをする際徴収すべき

　ものに係る地方団体の徴収金の収入額。 （2）平成３０年度

②平成29年度において収入する同年度分の道府県民税の所得割に係る ８月交付

　地方団体の徴収金の収入額。

③平成30年4月から7月までの間に収入する平成29年度分の道府県民税の （3）令和元年度以降

　所得割のうち，特別徴収義務者が平成30年4月及び5月に給与の支払いを 交付なし

　する際徴収すべきものに係る地方団体の徴収金の収入額。

　

　（1）平成29年度交付（以下の合計額）

　　・ ①のうち平成29年4月から7月までの間に収入するものの２分の１に相当する額。

　　・

　　 

　　 

　　 

  （2）平成30年度交付（以下の合計額）

　　・①，②のうち，当該指定市を包括する道府県に払い込まれたものの２分の１に

　 　相当する額と（1）平成29年度交付額の合計額との差額

　　・③の２分の１に相当する額

-                       

千円

②の概算額として，平成29年度分の道府県民税所得割の当初課税額の合計

額に，当該指定市に係る平成28年度の収入額となるべき道府県民税所得割の

合計額を平成28年度の収入となるべき道府県民税所得割の課税額の合計額

で除して得た数値，を乗じて得た額の２分の１に相当する額。

千円県民税所得割
臨時交付金

区　　分

平成29年度 平成30年度

千円

3,840,606         

平成28年度

千円

291,607            

千円

区　　分

交 付 団 体
交　　付　　の　　基　　準　　等

交 付 の 時 期 等

[交付義務者] ［ 交 付 金 の 使 途 ］

千円千円

[ 道 府 県 ]

指　定　都　市

267,368            

平成29年度

333,160            

平成28年度

328,355              

令和２年度

千円

29,436,087       

平成30年度

令和元年度

分離課税
所得割交付金

千円

令和元年度

［制限なし］

-                               -                     

令和２年度

千円

-                               
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1122．．法法人人事事業業税税交交付付金金 　

1． 法人事業税は，次の税率により，課税するものとする。  ８月 ： 前年度３月～７月

収入分

１２月 ： ８月～１１月収入分

３月 ： １２月～２月収入分

　　　※令和2年度のみ

 8月：前年度10月～7月収入分

 12月： 8月～11月収入分

 3月 ： 12月～2月収入分

2．

※ 経過措置あり

令和２年度：法人税割額

令和３年度：2/3…法人税割，1/3…従業者数割

令和４年度：1/3…法人税割，2/3…従業者数割

1.0

収
入
金
額
を
課
税
標

準
と
す
る
法
人

電気・ガス
供給業，保
険業又は貿
易保険業

収入割

年４００万円以下の所得 0.4

0.9 1.0

4.6 4.9

0.5

1.2

0.5

1.2

0.7

0.7

0.5

0.3

6.7 7.0

5.1 5.3

3.53.4

区分

所
得
を
課
税
標
準
と
す
る
法
人

法人の種類
平成28年4月1日
から令和元年9月
30日までに開始
する事業年度

令和元年10月1
日以後に開始
する事業年度

税率（％）

普通法人，
公益法人
等，人格の
ない社団等

所得等の区分

所
得
割

特別法人

1.00.9

資本金の額
（又は出資
金の額）が１
億円を超え
る法人

外
形
標
準
課
税
法
人

軽
減
税
率
適
用
法
人

所
得
割

軽
減
税
率
適
用

法
人

軽減税率不適用法人の所得等

3.4 3.5

[ 道 府 県 ]

交 付 団 体
交　　付　　の　　基　　準　　等

交 付 の 時 期 等

[交付義務者] ［ 交 付 金 の 使 途 ］

市   町   村

決　　算　　額 － － － －－

［ 制 限 な し ］

区　　　分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

3,724,692

法人事業税交付金は，道府県が，法人事業税の収入額に7.7％（令和２年度は
3.4％）を乗じて得た額を，市町村に対し，従業者数であん分（※）して交付する。

千円 千円 千円 千円 千円

令和元年度 令和２年度

軽減税率不適用法人の所得等

年８００万円を超える所
得等

年４００万円を超え，８００
万円以下の所得

年４００万円以下の所得

年４００万円を超える所
得等

年４００万円以下の所得

収入割

資本割

付加価値割

軽減税率不適用法人の所得等

年８００万円を超える所
得等

年４００万円を超え，８００
万円以下の所得

所
得
割

軽
減
税
率
適
用
法
人
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1122．．法法人人事事業業税税交交付付金金 　

1． 法人事業税は，次の税率により，課税するものとする。  ８月 ： 前年度３月～７月

収入分

１２月 ： ８月～１１月収入分

３月 ： １２月～２月収入分

　　　※令和2年度のみ

 8月：前年度10月～7月収入分

 12月： 8月～11月収入分

 3月 ： 12月～2月収入分

2．

※ 経過措置あり

令和２年度：法人税割額

令和３年度：2/3…法人税割，1/3…従業者数割

令和４年度：1/3…法人税割，2/3…従業者数割

1.0

収
入
金
額
を
課
税
標

準
と
す
る
法
人

電気・ガス
供給業，保
険業又は貿
易保険業

収入割

年４００万円以下の所得 0.4

0.9 1.0

4.6 4.9

0.5

1.2

0.5

1.2

0.7

0.7

0.5

0.3

6.7 7.0

5.1 5.3

3.53.4

区分

所
得
を
課
税
標
準
と
す
る
法
人

法人の種類
平成28年4月1日
から令和元年9月
30日までに開始
する事業年度

令和元年10月1
日以後に開始
する事業年度

税率（％）

普通法人，
公益法人
等，人格の
ない社団等

所得等の区分

所
得
割

特別法人

1.00.9

資本金の額
（又は出資
金の額）が１
億円を超え
る法人

外
形
標
準
課
税
法
人

軽
減
税
率
適
用
法
人

所
得
割

軽
減
税
率
適
用

法
人

軽減税率不適用法人の所得等

3.4 3.5

[ 道 府 県 ]

交 付 団 体
交　　付　　の　　基　　準　　等

交 付 の 時 期 等

[交付義務者] ［ 交 付 金 の 使 途 ］

市   町   村

決　　算　　額 － － － －－

［ 制 限 な し ］

区　　　分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

3,724,692

法人事業税交付金は，道府県が，法人事業税の収入額に7.7％（令和２年度は
3.4％）を乗じて得た額を，市町村に対し，従業者数であん分（※）して交付する。

千円 千円 千円 千円 千円

令和元年度 令和２年度

軽減税率不適用法人の所得等

年８００万円を超える所
得等

年４００万円を超え，８００
万円以下の所得

年４００万円以下の所得

年４００万円を超える所
得等

年４００万円以下の所得

収入割

資本割

付加価値割

軽減税率不適用法人の所得等

年８００万円を超える所
得等

年４００万円を超え，８００
万円以下の所得

所
得
割

軽
減
税
率
適
用
法
人

1133．．地地方方消消費費税税交交付付金金

１． 地方消費税は、次の税率により課税するものとする。 ６月：

９月：県の5月～7月収入分

（国の3月～5月収入分）

１２月：県の8月～10月収入分

（国の6月～8月収入分）

３．

　

３月：県の11月～1月収入分

４． （国の9月～11月収入分）

　

（従来分）

（引上げ分）

　全額を国勢調査による人口であん分。 　ては、消費税法第１条第２項

　に規定する経費その他社会

　　※従来分と引上げ分の区分について 　保障施策に要する経費に充

平成26年４月１日～（地方消費税1.7％）

従来分　17分の10　／　引上げ分　17分の７

経過措置あり，平成26年度　従来分12分の10　／　引上げ分12分の２　

令和元年10月１日～（地方消費税2.2％）

従来分　22分の10　／　引上げ分　22分の12

経過措置あり，令和元年度　従来分17分の10　／　引上げ分17分の７　

　　　　　　　　　 令和２年度　従来分21分の10　／　引上げ分21分の11　

　※　事業所統計は平成18年度調査を最後に経済センサスにおいて引き続き調査。

合　計
28,758,123 29,929,838 30,096,266 29,394,172 35,350,016

決　　算　　額 10,937,834         11,484,901 11,550,880 11,281,695 17,490,153

千円

社会保障財源交付金

決　　算　　額 17,820,289 18,444,937 18,545,386 18,112,477 17,859,863

千円

令和２年度

交 付 の 時 期 等

［ 交 付 金 の 使 途 ］

市   町   村

各道府県に払い込まれた地方消費税の額から、国に支払った徴収取扱費を
減額した額を、各道府県ごとの消費に相当する額等に応じてあん分し、道府
県間で清算する。

交 付 団 体
交　　付　　の　　基　　準　　等

[ 道 府 県 ]

[交付義務者]

２. 地方消費税は消費税とあわせて納付するものとし、国に納付された地方消費
税は、納付があった月の翌々月の末日までに道府県に払い込まれる。

令和元年10月１日

地方消費税率
（消費税率換算）

６．２４％

千円 千円

交付期限は
各交付月の１０日まで

平成28年度区　　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

地方消費税交付金 千円

　２分の１の額を国勢調査による人口で，他の２分の１の額を経済センサス（平
成23年6月までは事業所統計）による従業者数であん分。

［ 制 限 な し ］

 ※引上げ分の交付額につい

　てるものとする。

標準税率 軽減税率

地方消費税交付金は、道府県が清算後の地方消費税額の２分の1に相当す
る額を下記のとおりあん分し、市町村に対し交付する。

１０．０％ ８．０％

７．８％

合計

平成26年4月1日

１．７％
（消費税額の63分の17）

６．３％

８．０％

適用開始日 （国の前年度12月～2月
収入分）

２．２％
（消費税額の78分の22）

１．７６％
（消費税額の78分の22）

消費税率

県の前年度2月～4月

収入分
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1144．．ゴゴルルフフ場場利利用用税税交交付付金金

１.　ゴルフ場利用税は、次の税率により課税するものとする。  ８月 ： 前年度３月～７月

　　          収入分

　１ 人 １ 日  １２月： ８月～１１月収入分

※

　　　　　　 

※  ３月 ： １２月～２月収入分

　

　

　　

２．

　

　

1155．．自自動動車車取取得得税税交交付付金金

１． 自動車取得税は、次の税率により課税するものとする。（別途エコカー減税あり） ８月 ： －前年度３月収入見込額

         ＋同月収入分

         ＋４月～７月収入分

　自動車の取得価格に対し １２月： ８月～１１月収入分

　※　ただし、営業用及び軽自動車については、税率2％。  ３月： １２月～２月収入分

 ＋３月収入見込額

２．

　 　   ※令和元年度のみ

　  ８月：－前年度３月収入見込額

３．         ＋同月収入分

        ＋４月～７月収入分

 １２月：８月～９月収入分

　

　

　

　　※※　　自自動動車車取取得得税税はは令令和和元元年年1100月月１１日日よよりり廃廃止止。。

平成20年度までは、道路に関
する費用に充てる

［ 制 限 な し ］

区　　　分

及　び

千円千円

市    町    村

38,523

令和２年度

［ 交 付 金 の 使 途 ］

交 付 の 時 期 等

千円 千円

ゴルフ場所在

市    町    村

[ 道 府 県 ]

区　　　分 平成28年度

制限税率　　区　　　　　　　　　　分

１,２００円

平成30年度

８００円

18歳未満の者、70歳以上の者、障害者、国民体育大会のゴルフ競技に参加
する選手（国民体育大会及び同予選会の競技としてゴルフ場を利用する場合
に限る。）及び国際的な規模のスポーツ（閣議において決定又は了解されたも
のに限る。）競技に参加する選手が当該競技会の公式練習等による利用，学
校教育法第１条に規定する学校の学生、生徒等又はこれらの者を引率する教
員の利用（保健体育科目実技又は公認の課外活動としてゴルフ場を利用する
場合に限る。）については非課税である。
また、早朝における利用や、国民体育大会の公式練習による利用などの場合
には、税率が２分の１となる場合がある。

ゴルフ場利用税交付金は、道府県が、当該道府県内のゴルフ場所在の市町
村に対し、当該道府県に納入された当該市町村に所在するゴルフ場に係るゴ
ルフ場利用税の額の１０分の７に相当する額を交付する。

指　　定　　市

[ 道 府 県 ]

平成30年度平成29年度平成28年度

自動車取得税交付金は、道府県が、自動車取得税の収入額に９５％を乗じて
得た額の１０分の７に相当する額を、市町村に対し、２分の１の額を区域内に存
する市町村道の延長で、他の２分の１の額をその面積であん分して交付する。

指定市を包括する道府県は、自動車取得税の収入額に95％を乗じて得た額
の10分の3に相当する額を、指定市に対し、2分の1の額を区域内の一般国
道、高速自動車国道及び都道府県道の延長で、他の2分の1の額をその面積
であん分して交付する。

決　　算　　額

税　率 免　税　点

３％ ５０万円以下

千円

交　　付　　の　　基　　準　　等

　　区　　　　　　　　分

交 付 団 体

[交付義務者]

35,894

交 付 の 時 期 等

[交付義務者] ［ 交 付 金 の 使 途 ］

令和元年度

標準税率

［ 制 限 な し ］

平成29年度

ゴルフ場の規模や料金などにより、数段階の税率区分を設けることとされてお
り、福岡県においては、１１級（200円）から1級（1,200円）までの11段階に分か
れている。

38,661

1,322,301 1,382,012

交 付 団 体

千円

令和元年度 令和２年度

-                    

千円

707,681960,438

千円

決　　算　　額 38,422

交　　付　　の　　基　　準　　等

36,880

千円 千円
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1144．．ゴゴルルフフ場場利利用用税税交交付付金金

１.　ゴルフ場利用税は、次の税率により課税するものとする。  ８月 ： 前年度３月～７月

　　          収入分

　１ 人 １ 日  １２月： ８月～１１月収入分

※

　　　　　　 

※  ３月 ： １２月～２月収入分

　

　

　　

２．

　

　

1155．．自自動動車車取取得得税税交交付付金金

１． 自動車取得税は、次の税率により課税するものとする。（別途エコカー減税あり） ８月 ： －前年度３月収入見込額

         ＋同月収入分

         ＋４月～７月収入分

　自動車の取得価格に対し １２月： ８月～１１月収入分

　※　ただし、営業用及び軽自動車については、税率2％。  ３月： １２月～２月収入分

 ＋３月収入見込額

２．

　 　   ※令和元年度のみ

　  ８月：－前年度３月収入見込額

３．         ＋同月収入分

        ＋４月～７月収入分

 １２月：８月～９月収入分

　

　

　

　　※※　　自自動動車車取取得得税税はは令令和和元元年年1100月月１１日日よよりり廃廃止止。。

平成20年度までは、道路に関
する費用に充てる

［ 制 限 な し ］

区　　　分

及　び

千円千円

市    町    村

38,523

令和２年度

［ 交 付 金 の 使 途 ］

交 付 の 時 期 等

千円 千円

ゴルフ場所在

市    町    村

[ 道 府 県 ]

区　　　分 平成28年度

制限税率　　区　　　　　　　　　　分

１,２００円

平成30年度

８００円

18歳未満の者、70歳以上の者、障害者、国民体育大会のゴルフ競技に参加
する選手（国民体育大会及び同予選会の競技としてゴルフ場を利用する場合
に限る。）及び国際的な規模のスポーツ（閣議において決定又は了解されたも
のに限る。）競技に参加する選手が当該競技会の公式練習等による利用，学
校教育法第１条に規定する学校の学生、生徒等又はこれらの者を引率する教
員の利用（保健体育科目実技又は公認の課外活動としてゴルフ場を利用する
場合に限る。）については非課税である。
また、早朝における利用や、国民体育大会の公式練習による利用などの場合
には、税率が２分の１となる場合がある。

ゴルフ場利用税交付金は、道府県が、当該道府県内のゴルフ場所在の市町
村に対し、当該道府県に納入された当該市町村に所在するゴルフ場に係るゴ
ルフ場利用税の額の１０分の７に相当する額を交付する。

指　　定　　市

[ 道 府 県 ]

平成30年度平成29年度平成28年度

自動車取得税交付金は、道府県が、自動車取得税の収入額に９５％を乗じて
得た額の１０分の７に相当する額を、市町村に対し、２分の１の額を区域内に存
する市町村道の延長で、他の２分の１の額をその面積であん分して交付する。

指定市を包括する道府県は、自動車取得税の収入額に95％を乗じて得た額
の10分の3に相当する額を、指定市に対し、2分の1の額を区域内の一般国
道、高速自動車国道及び都道府県道の延長で、他の2分の1の額をその面積
であん分して交付する。

決　　算　　額

税　率 免　税　点

３％ ５０万円以下

千円

交　　付　　の　　基　　準　　等

　　区　　　　　　　　分

交 付 団 体

[交付義務者]

35,894

交 付 の 時 期 等

[交付義務者] ［ 交 付 金 の 使 途 ］

令和元年度

標準税率

［ 制 限 な し ］

平成29年度

ゴルフ場の規模や料金などにより、数段階の税率区分を設けることとされてお
り、福岡県においては、１１級（200円）から1級（1,200円）までの11段階に分か
れている。

38,661

1,322,301 1,382,012

交 付 団 体

千円

令和元年度 令和２年度

-                    

千円

707,681960,438

千円

決　　算　　額 38,422

交　　付　　の　　基　　準　　等

36,880

千円 千円

1166．．環環境境性性能能割割交交付付金金

１． 自動車税環境性能割は、次の税率により課税するものとする。 ８月 ： －前年度３月収入見込額

         ＋同月収入分

         ＋４月～７月収入分

１２月： ８月～１１月収入分

 ３月 ： １２月～２月収入分

         ＋３月収入見込額

２. 　　　※令和元年度のみ

　１２月： １０月～１１月収入分

 ３月 ： １２月～２月収入分

  　     ＋３月収入見込額

３.

1177．．軽軽油油引引取取税税交交付付金金

１． 軽油引取税は、軽油の引取り等に対し、次の税率により課税するものとする。  ８月 ： 前年度３月～７月

　          収入分

　軽油１キロリットルにつき  １２月 ： ８月～１１月収入分

２.  ３月 ： １２月～２月収入分

　

　

　※上記決算額は､軽油引取税交付金と旧法による軽油引取税交付金の合算額。

環境性能に応じ
非課税～３％

千円 千円

令和元年度 令和２年度

［ 制 限 な し ］

区　　　分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

千円 千円 千円

指定市を包括する道府県は、自動車税環境性能割の収入額に95％を乗じて
得た額の100分の35に相当する額を、指定市に対し、2分の1の額を区域内の
一般国道、高速自動車国道及び都道府県道の延長で、他の2分の1の額をそ
の面積であん分して交付する。

環境性能割交付金は、道府県が、自動車税環境性能割の収入額に９５％を
乗じて得た額の100分の47(※)に相当する額を、市町村に対し、２分の１の額
を区域内に存する市町村道の延長で、他の２分の１の額をその面積であん分
して交付する。
(※)令和４年度以降は，100分の43。

免　税　点

５０万円以下

　※　ただし、令和元年10月１日から令和3年3月31日までの間は，税率１％分を
　　　 軽減。

税　率

　自動車の取得価格に対し

　　区　　　　　　　　分及　び

[ 道 府 県 ]

交 付 団 体
交　　付　　の　　基　　準　　等

交 付 の 時 期 等

[交付義務者] ［ 交 付 金 の 使 途 ］

市    町    村

指　　定　　市

決　　算　　額 － － － 256,983 544,827

　（　本　則　） （１５,０００円）

交 付 団 体
交　　付　　の　　基　　準　　等

交 付 の 時 期 等

[交付義務者] ［ 交 付 金 の 使 途 ］

指　　定　　市

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

　　区　　　　　　　　　　　　分 税　　率

[ 道 府 県 ] ３２,１００円

決　　算　　額 5,488,349 4,821,470 4,930,594 4,766,915

軽油引取税交付金は、指定市を包括する道府県が、軽油引取税の収入額に
10分の9を乗じて得た額を指定市に対し、当該指定市の区域内に存する一般
国道、高速自動車国道及び都道府県道の面積であん分して交付する。

［ 制 限 な し ］

平成20年度までは、道路に関

する費用に充てる

区　　　分

4,655,491

千円 千円 千円 千円 千円
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1188．．国国有有提提供供施施設設等等所所在在市市町町村村助助成成交交付付金金等等

１． 国有提供施設等所在市町村助成交付金（基地交付金）

２． 施設等所在市町村調整交付金（調整交付金）

　

３． 算定期日

　　 当該年の３月３１日

1199．．県県民民税税徴徴収収取取扱扱費費（（県県民民税税徴徴収収事事務務費費委委託託金金））

 （報告があった日から30

  日以内に交付）

１． 納税義務者数割  ７月:３月収入(４月払込)

      ～５月収入(６月払

　　　込)分

 10月:６月収入(７月払込)

２． 金額割       ～８月収入（９月払

　　　込)分

 １月:９月収入(10月払込)

      ～11月収入(12月払

３． その他 　　　込)分

 ３月:12月収入(１月払込)

      ～２月収入(３月払

　　　込)分

27,966

千円 千円 千円 千円 千円

決　　算　　額 29,324 29,300 29,197 29,197

［ 制 限 な し ］

　アメリカ合衆国軍隊が建設し、設置した建物及び工作物が所在する市町村
に対し、税制上の特例措置等により施設等所在市町村が受ける税財政上の
影響を考慮して，毎年度，予算で定める金額の範囲内で交付する。

区　　　分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

決　　算　　額 2,148,491 2,249,195 2,344,759 2,538,782 2,451,708

令和２年度

千円 千円 千円 千円 千円

　個人の道府県民税に係る納税義務者数(当該年度課税分）に3,000円　(平
成19・20年度は4,000円､平成21･22年度は3,300円)を乗じて得た金額。

　平成18年度以前課税分の個人の道府県民税に係る地方団体の徴収金で
当該道府県に払い込まれた金額に7 ％を乗じて得た金額。

　市町村が徴収した個人の道府県民税に係る地方団体の徴収金を市町村が
還付し、又は充当した場合における当該地方団体の徴収金に係る過誤納金
に相当する金額、及びその過誤納金に係る還付加算金に相当する金額。ま
た、配当割、株式等譲渡所得割控除によって控除することができなかった金
額を、市町村が還付し、又は充当した場合における当該控除することができな
かった金額に相当する金額。

区　　　分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

交 付 団 体
交　　付　　の　　基　　準　　等

交 付 の 時 期 等

[交付義務者] ［ 交 付 金 の 使 途 ］

市    町    村 　道府県は、市町村が個人の道府県民税の賦課徴収に関する事務を行うために要
する費用を補償するために、次の各号に掲げる金額の合計額を徴収取扱費として
市町村に対して交付する。

[ 道 府 県 ]

交 付 団 体
交　　付　　の　　基　　準　　等

交 付 の 時 期 等

[交付義務者] ［ 交 付 金 の 使 途 ］

施 設 等 所 在 １２月３１日

[ 国 ]

市    町    村 　アメリカ合衆国軍隊に使用させている固定資産並びに自衛隊が使用する飛
行場、演習場、弾薬庫、燃料庫及び通信施設の用に供する固定資産で政令
で定めるものが所在する市町村に対し、毎年度、国の予算で定める金額の範
囲内で、当該固定資産の価格及び当該市町村の財政状況等を考慮して交付
する。
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1188．．国国有有提提供供施施設設等等所所在在市市町町村村助助成成交交付付金金等等

１． 国有提供施設等所在市町村助成交付金（基地交付金）

２． 施設等所在市町村調整交付金（調整交付金）

　

３． 算定期日

　　 当該年の３月３１日

1199．．県県民民税税徴徴収収取取扱扱費費（（県県民民税税徴徴収収事事務務費費委委託託金金））

 （報告があった日から30

  日以内に交付）

１． 納税義務者数割  ７月:３月収入(４月払込)

      ～５月収入(６月払

　　　込)分

 10月:６月収入(７月払込)

２． 金額割       ～８月収入（９月払

　　　込)分

 １月:９月収入(10月払込)

      ～11月収入(12月払

３． その他 　　　込)分

 ３月:12月収入(１月払込)

      ～２月収入(３月払

　　　込)分

27,966

千円 千円 千円 千円 千円

決　　算　　額 29,324 29,300 29,197 29,197

［ 制 限 な し ］

　アメリカ合衆国軍隊が建設し、設置した建物及び工作物が所在する市町村
に対し、税制上の特例措置等により施設等所在市町村が受ける税財政上の
影響を考慮して，毎年度，予算で定める金額の範囲内で交付する。

区　　　分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

決　　算　　額 2,148,491 2,249,195 2,344,759 2,538,782 2,451,708

令和２年度

千円 千円 千円 千円 千円

　個人の道府県民税に係る納税義務者数(当該年度課税分）に3,000円　(平
成19・20年度は4,000円､平成21･22年度は3,300円)を乗じて得た金額。

　平成18年度以前課税分の個人の道府県民税に係る地方団体の徴収金で
当該道府県に払い込まれた金額に7 ％を乗じて得た金額。

　市町村が徴収した個人の道府県民税に係る地方団体の徴収金を市町村が
還付し、又は充当した場合における当該地方団体の徴収金に係る過誤納金
に相当する金額、及びその過誤納金に係る還付加算金に相当する金額。ま
た、配当割、株式等譲渡所得割控除によって控除することができなかった金
額を、市町村が還付し、又は充当した場合における当該控除することができな
かった金額に相当する金額。

区　　　分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

交 付 団 体
交　　付　　の　　基　　準　　等

交 付 の 時 期 等

[交付義務者] ［ 交 付 金 の 使 途 ］

市    町    村 　道府県は、市町村が個人の道府県民税の賦課徴収に関する事務を行うために要
する費用を補償するために、次の各号に掲げる金額の合計額を徴収取扱費として
市町村に対して交付する。

[ 道 府 県 ]

交 付 団 体
交　　付　　の　　基　　準　　等

交 付 の 時 期 等

[交付義務者] ［ 交 付 金 の 使 途 ］

施 設 等 所 在 １２月３１日

[ 国 ]

市    町    村 　アメリカ合衆国軍隊に使用させている固定資産並びに自衛隊が使用する飛
行場、演習場、弾薬庫、燃料庫及び通信施設の用に供する固定資産で政令
で定めるものが所在する市町村に対し、毎年度、国の予算で定める金額の範
囲内で、当該固定資産の価格及び当該市町村の財政状況等を考慮して交付
する。

2200．．宿宿泊泊税税徴徴収収取取扱扱費費（（宿宿泊泊税税徴徴収収事事務務費費委委託託金金））

 （報告があった日から30

  日以内に交付）

【令和元年度】 令和元年度 ： 3月

1． 次に掲げる金額の合計額に1/4を乗じて得た金額。

①システム開発・改修費 （ただし，初期導入費用としてかかる経費のみ） 令和2年度以降 ： 2月

②周知広報・課税帳票の作成から発送までに要する費用

③課税に要する人件費 　令和2年度のみ

④その他県と市において協議の上決定した費用

　令和3年度以降

【令和２年度】 4月～12月収入分

1. 次に掲げる金額の合計額に1/4を乗じて得た金額。

①システム開発・改修費 （ただし，初期導入費用としてかかる経費のみ）

②周知広報の費用

2. 市から県に払い込まれる宿泊税収入額に7％を乗じた額。

3.

【令和３年度以降】

1. 市から県に払い込まれる宿泊税収入額に7％を乗じた額。

2.

［ 交 付 金 の 使 途 ］

市    町    村 福岡県は，福岡市が宿泊税の賦課徴収に関する事務を行うために要する費用を補償す
るために，下記の通り徴収取扱費として福岡市に交付する。

[ 道 府 県 ]

市が徴収した県の宿泊税に係る徴収金を市が還付し，又は充当した場合における
県の宿泊税の徴収金に係る過誤納金に相当する金額及びその過誤納金に係る還
付加算金に相当する額。

市が徴収した県の宿泊税に係る徴収金を市が還付し，又は充当した場合における
県の宿泊税の徴収金に係る過誤納金に相当する金額及びその過誤納金に係る還
付加算金に相当する額。

6月～12月収入分

交 付 団 体
交　　付　　の　　基　　準　　等

千円 千円 千円 千円

交 付 の 時 期 等

[交付義務者]

千円

区　　　分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

+1～3月収入見込額

+1～3月収入見込額

令和２年度

決　　算　　額 － － － 54,941 28,334
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2211．．市市税税延延滞滞金金及及びび加加算算金金

１． 市税延滞金

※1

※2

※3

※4

※令和３年より「特例基準割合」は「延滞金特例基準割合」に読み替え

２.　加算金　（各加算金は、他の加算金と併課されない。）

　　　　　　　　　　　　 率＝更正による不足税額又は修正申告によって増加した税額（対象不足額等）に対して１０％

　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　 　　　　 率＝当該税額に対して１５％

　       　　   　　　　　　　 率＝過少申告等の場合、過少申告加算金に代えて対象不足額等に対して３５％

　　　   　　　　　　　 　 ＝不申告等の場合、不申告加算金に代えて当該税額に対して４０％

　　  　　　　　　　　　　 

※

※

制　　　　　度　　　　　の　　　　　概　　　　　要

各年の前年の11月30日を経過する時における日本銀行法第十五条第一項第一号の規定により定め られる商業手形の基準
割引率に年4％の割合を加算した割合。

平成26年1月1日以降の延滞金の割合は、各年の特例基準割合（※4）が年7.3％に満たない場合には、その年中においては
①年14.6％の割合については当該特例基準割合に年7.3％を加算した割合、②年7.3％の割合については当該特例基準割
合に年1％を加算した割合（加算した割合が年7.3％を超える場合については年7.3％の割合）とする。

平成２２年１月１日から平成２５年１２月３１日まで

【新基準】

　 ・不申告加算金・・・・・①期限後申告又は決定、②期限後申告後の修正申告又は更正、③決定後の修正申告又は更正

９．１％

４．５％

４．３％

　 ・重加算金・・・・・・・・・納税者等が、課税標準額の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠ぺい又は仮装して申告等をした場合

　 ・過少申告加算金・・・申告期限までに提出のあった申告を更正又は修正申告した場合

千円

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

千円

１．７％ ２．７％

千円 千円 千円

延滞金又は加算金の額を計算する場合において、その計算の基礎となる税額に千円未満の端数があるとき、又はその税額の
全額が二千円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てる。

延滞金又は加算金の確定金額に百円未満の端数があるとき、又はその全額が千円未満であるときは、その端数金額又はその
全額を切り捨てる。

区　　　分

（対象不足額等のうち、期限内申告税額又は５０万円のいずれか多い金額を超える部分の税額に対し
ては、５％を加算）

190,025決　　算　　額 323,854 269,955 256,199 218,222

特例基準割合

【旧基準】

各年の前々年の10月～前年の9月までの各月における銀行の新規の短期貸付けの平均利率の合計を12で除して計算した割
合として各年の前年の12月15日までに財務大臣が告示する割合に，年1％の割合を加算した割合。

　納税者等は、納期限後にその税金を納付する場合においては、当該税額にその納期限の翌日から納付の日までの期間の
日数に応じ、年14.6％（納期限の翌日から１月を経過する日までの期間については、年７.３％）の割合を乗じて計算した金額
に相当する延滞金額を加算して納付しなければならない。

平成12年1月1日～平成25年12月31日までの間における延滞金の年7.3％の割合は、各年の特例基準割合（※2）が年7.3％
の割合に満たない場合には、その年中においては、当該特例基準割合とする。

４．１％

４．４％ ４．４％

納期限の翌日から１ヶ月
を経過する日までの期間

納期限の翌日から１ヶ月
を経過した日から納付した

日までの期間

４．５％ ４．５％

１４．６％

４．１％

４．７％ ４．７％

４．５％

４．３％

納期限の翌日から１ヶ月
を経過した日から納付した

日までの期間

１．６％ ２．６％ ８．９％

A＋７．３％

９．２％

Ａ A＋１％

１．９％ ２．９％

期間

平成１２年１月１日から平成１３年１２月３１日まで

平成１４年１月１日から平成１８年１２月３１日まで

平成１９年１月１日から平成１９年１２月３１日まで

平成２０年１月１日から平成２０年１２月３１日まで

１．８％

平成２１年１月１日から平成２１年１２月３１日まで

平成２６年１月１日から平成２６年１２月３１日まで

平成２７年１月１日から平成２８年１２月３１日まで

特例基準割合

　　　　　令和３年１月１日から １．５％ ２．５％ ８．８％

９．０％

期間

２．８％

平成３０年１月１日から令和２年１２月３１日まで

平成２９年１月１日から平成２９年１２月３１日まで

納期限の翌日から１ヶ月
を経過する日までの期間
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